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これまでの対策と今後の取り組み 

１． 復旧復興の進捗状況 

２． 入札契約及び人材・資材の状況 

３． 施工確保対策 
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これまでの対策と今後の取り組み 

  １． 復旧復興の進捗状況 
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１．道路 
   ・直轄国道の本復旧については、今年12月末で全体延長の９９％まで進捗。 

   ・今年12月末の復興道路等全体の用地進捗率は約８割、工事着手率は約８割まで進捗。 

   ・今年度末に、三陸沿岸道路 八戸南環状道路（青森県八戸市）、 

    尾肝要道路（岩手県田野畑村）、高田道路（岩手県陸前高田市）が開通予定。 

 

２．河川・海岸 
   ・直轄河川堤防は、今年12月末で158箇所のうち約９割の146箇所が完成し、河口部以外は 

        全て復旧済み。 

   ・残り12箇所の河口部の堤防は、延長ベースで約１割が完成、工事着手率は約６割。 

   ・直轄海岸堤防は、延長ベースで約６割が完成。工事着手率は約９割。  

    平成27年度復旧完了予定。 

 

３．港湾 
   ・直轄港湾施設は、今年12月末で被災106施設のうち、約９割の96施設が完成。    

   ・釜石及び大船渡港の湾口防波堤、相馬港沖防波堤については、平成27年度に復旧完了予定。 

○基幹事業の整備は、順調に進捗。 

 １．復旧復興の進捗状況 

              基幹事業の進捗状況         （H25.12末時点更新）    
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○まちづくり・住宅も、今年度内に各市町村で工事が本格化。 

※予定地区数・戸数等のデータは岩手・宮城・福島三県内の値 

１．防災集団移転 

 ・ 昨年11月末で全333地区のうち、約６割の215地区において工事着手済み。 
（全333地区、24市町村）          

    （前回の加速化会議（H25.10.7）時点では、143地区（H25.8月末）において工事着手済み）     
 
      

２．災害公営住宅 

 ・ 昨年11月末で5,258戸工事着手済み。 

       (前回の加速化会議（H25.10.7）時点では、3,720戸(H25.8月末)工事着手済み)   

 ・ 今年度内に約12,000戸（40市町村）工事着手予定。（全２万戸以上、47市町村） 
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１．復旧復興の進捗状況 

         まちづくり・住宅などの進捗状況   （H25.11末時点更新）  



これまでの対策と今後の取り組み 

２． 入札契約及び人材・資材の状況 

  2-1 被災３県における契約状況 

  2-2 資材・技能労働者等の状況 
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２．入札契約及び人材･資材の状況 

  2-1 被災３県における契約状況 
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2-1 被災３県における契約状況 

発注者別の契約状況（発注機関別） 

※東日本建設業保証（株）の前金保証取り扱い工事の動向（公共データ）より作成                

○被災３県における工事量は一昨年に比べ２倍、昨年度に比べて２割の増加 
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（平成25年12月31日現在） 



           2-1 被災３県における契約状況 

       平成24年度 発注工事(全工種)の契約率 

○ 平成24年度発注工事は、一旦、不調・不落となった後、再発注等により契約できているものを含め、概ね年度 
   内に契約できている。 

 

○ また、平成25年度に積み残しとなった工事についても、現時点でほぼ全て契約できている。 

（参考）不調・不落率＝不調・不落件数／入札公告件数 
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【参考】H24年度不調・不落率 
・ 岩手県    12.3% 
・ 宮城県    29.2% 
・ 福島県    18.8% 
・ 仙台市    31.1% 

（※） 

（※）集計は出来ていないが、他の３団体と同様に現時点でほぼ全て契約できている。 
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平成２５年度工事契約達成率（全工種／一般土木）（被災３県）
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（件数）

2-1 被災３県における契約状況 

平成25年度工事契約達成状況（直轄：全工種及び一般土木） 

                

○今年度発注工事の契約達成率(第２四半期不調・不落発生分まで）を平成25年11月末で整理すると、全国の 
  全工種では約95％が契約できており、被災３県の全工種では約90％となっている。 
○再契約まで時間を要する工事があるものの、再発注や既契約工事への設計変更による追加等に 
 より更なる契約を推進。 
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2-1 被災３県における契約状況 

平成24・25年度入札不調等の発生状況（一般土木等） 
○一般土木等の不調等の発生率は、直轄及び岩手県において増加傾向。 
○他の県・市では、昨年度と比べ横ばい若しくは改善傾向。 

11 ※工種別の「全発注方式件数」から算出            

岩手県 
（土木） 

一般競争＋随意契約 

宮城県 
（土木一式） 

一般競争＋指名競争＋随意契約 

福島県 
（一般土木） 

一般競争＋随意契約 

仙台市 
（土木） 

一般競争＋指名競争＋随意契約 

東北地方整備局 
被災３県（一般土木） 

一般競争＋指名競争＋随意契約 

※被災三県仙台市については、本省土地・建設産業局建設業課への提出データから算定。 
※東北地方整備局は、東北地整管内工事のうち、被災三県の集計データを使用。 

（平成25年12月末時点） 

 
 

 
 



2-1 被災３県における契約状況 

平成24・25年度入札不調等の発生状況（直轄：一般土木） 
○直轄における不調等の発生率も、岩手県内で増加。 
○岩手県内について、ランク別に見ると、特にＢ・Ｃランクで増加傾向。 
○不調等発生の一要因として、地元企業の手持ち工事量の増大が挙げられる。 
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※東北地方整備局は、東北地整管内工事のうち、被災三県の集計データを使用。 

東北地方整備局 

被災３県計（一般土木） 

東北地方整備局 

岩手県（一般土木） 

東北地方整備局 

宮城県（一般土木） 

東北地方整備局 

福島県（一般土木） 

上段：不落その他発生率 
下段：不調発生率 
 

○岩手県内直轄工事ランク別 不調等発生状況 



被災三県仙台市の不調・不落への対策状況（平成２５年１２月末時点）

項目

機関名

・H25不調発生率は、9月以降上昇傾
向（11月がﾋﾟｰｸ）
・2500万円未満と5億円以上工事、建
築一式,土木一式の発生率高い

・発注ロット拡大、・地域要件拡大、・発注等級格上げ等を
工事規模や施工地域など状況により組合せて再発注対
応。
・複数者見積合わせによる随意契約も活用

・再入札・随意契約等活用で契約ま
で時間を要しているものの、着実に
契約を進めている段階。

・H25不調発生率は前年に比べ減少傾
向も、9月以降上昇傾向（11月がﾋﾟｰｸ）
・3～5億円、1億円未満、土木一式工
事の不調が多い。

・ロット拡大・設計内容見直し・地域要件拡大により一般競
争で再発注。再不調の場合は指名競争又は随意契約も活
用。
・施工体制事前提出（オープンブック）方式の適用を緩和。
（H25.9.1～）

・複数回の再発注によりほぼ契約で
きているが，一部工種で契約までに
時間を要する状況。

・H25不調・不落発生率は、前年と同程
度。9月以降も横ばいの状況。

・発注時期調整、設計内容見直し（合冊等）等工夫し再発
注対応。
・緊急を要する災害復旧工事等では複数見積もり合わせ
による随意契約により速やかに対応

・複数回の再発注によりほぼ契約で
きている。

・H25不調・不落発生率は、前年と比べ
減少傾向も、9月以降は全工種で上昇
傾向。
・少額工事（3千万円未満）・通常工事
を中心に発生。

・案件毎の規模・内容等を考慮し、発注時期調整、地域要
件拡大、更なるロット大型化、入札方式見直し等工夫し再
発注対応。
・緊急工事では随意契約も活用。（H25は通常工事に移行・
随意契約は減少。）

・再入札で契約まで時間を要してい
るものの、着実に契約を進めている
段階。

・H25不調等発生率は、前年と比べ岩
手県内で増加傾向。

・不調等の要因を分析し、ロット及び地域要件の拡大、設
計内容の見直し等を実施し、再発注。

・再契約まで時間を要する工事があ
るものの、再発注や既契約工事へ
の設計変更による追加等により、契
約を推進。

東北地整

不調・不落等の現状
（Ｈ２５．９月以降）

対　　　応 再発注後の契約状況

岩手県

宮城県

福島県

仙台市

　　　

　 　　

　

　

　

　

　

　

2-1 被災３県における契約状況 

被災地における再発注時の対応 
○不調等の工事については、ロット拡大・要件緩和等を行ってからの再発注や既契約工事への 
 設計変更による追加等により、着実に契約を進めている。 
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２．入札契約及び人材・資材の状況 

  2-2 資材・技能労働者等の状況 
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　※「建設労働需給調査結果」（国土交通省土地・建設産業局建設市場整備課）の「地域別の状況（原数値）」過去データを用いてグラフ作成したもの。※http://www.mlit.go.jp/toukeijouhou/chojou/rodo.htm
　※「6職種」とは、型枠工（土木）、型枠工（建築）、左官、とび工、鉄筋工（土木）、鉄筋工（建築）をいう。
　※調査対象日は毎月１０～２０日までの間の１日（日曜・休日を除く）
　※調査対象は建設業法場の許可を受けた法人企業（資本金３００万円以上）で、調査対象職種の労働者を直用する建設業者のうち全国約３,０００店社（うち有効回答者数1,174社（H25.12の場合））
　※現在の過不足状況調査事項：モニター業者が手持ち現場において①確保している労働者数、②確保したかったが出来なかった労働者数、③確保したが過剰となった労働者数
　　　過不足率＝（（②-③）／（①＋②））×１００　
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2-2 資材・技能労働者等の状況 

建設技能労働者過不足率の推移 （建設労働需給調査より）  
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H18.4～H25.12 

○東日本大震災以降、全国的に技能労働者不足傾向が継続。東北は全国と同程度。 
○地域によっては、技能労働者（鉄筋工･型枠工）の確保に苦慮している。（業界ヒアリング） 



2.0

2.5

3.0

3.5

4.0

4.5
セメント 生コンクリート 

骨材（砂） 骨材（砕石） 

骨材（再生砕石） アスファルト合材（新材） 

異形棒鋼 Ｈ形鋼 

木材（型枠用合板） 石油 
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震
災 

震
災 

 主要建設資材の需給動向 

※数字は、モニターから得た回答「緩和」「やや緩和」「均衡」「ややひっ迫」「ひっ迫」を１～５点とし、全モニターの回答を平均したもの 
出典：主要建設資材需給・価格動向調査（国土交通省） 

ひっ迫
（不足） 

緩和 
（過剰） 

【全 国】 

均 衡 

【被災３県】 

2-2 資材・技能労働者等の状況 

主要建設資材の需給動向 

 ○被災３県において、深刻な不足傾向は見られないが、生コンクリート、骨材、鋼材に 
  ついては、今後も注視。 



これまでの対策と今後の取り組み 
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３． 施工確保対策 

  3-1 前回会議を踏まえた対応状況 

  3-2 更なる施工確保対策   



これまでの対策と今後の取り組み 
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  3-1 前回会議を踏まえた対応状況 

   



需給バランスの安定を維持する地区

対応方針により供給を確保する地区

工事動向の見極めが必要な地区

3-1 前回会議を踏まえた対応状況 

沿岸９地区 生コン対策状況 
 

 
○官民協力のもと生コンプラント新設等により、生コン供給の逼迫感は緩和。 
○仙台地区では、エリアを越えた供給調整により、さらに逼迫感が改善される見通し。 

地区名 現状と今後の見通し
復興加速化会議（H25.10.7）

時点の対応方針
現在の対応状況

久慈
生コンプラントの生産体制強化やミキサー船
の導入等により、現状及び今後も安定の見
通し。

官民協力で需給バランスを安定維持。 官民協力で需給バランスを安定維持。

宮古
骨材の広域調達や生コンプラントの体制強
化等により現状は安定。今後は三陸沿岸道
路工事により需要が急増。

国が公共プラント（１基）新設の手続きを開
始（１０月）予定。官民協力で需給バランスを
安定維持。

国が公共プラント（１基）新設の手続きを開
始（１０月）。H26.9月稼働予定。官民協力
で需給バランスを安定維持。

釜石
骨材の広域調達や生コンプラントの生産体
制強化等により現状は安定。今後は三陸沿
岸道路工事により需要が急増。

国が公共プラント（１基）新設の手続きを開
始（１０月）予定。官民協力で需給バランスを
安定維持。

国が公共プラント（１基）新設の手続きを開
始（１０月）。H26.9月稼働予定。官民協力
で需給バランスを安定維持。

大船渡
骨材の広域調達や民間プラントの稼働等に
より現状は安定。今後は県漁港海岸工事に
より需要が上廻る見通し。

今後の工事動向を見極めながら、官民が協
力して機動的に対応。
（民間プラント１基検討中）

民間プラント（１基）が建設中であり、H26.4
稼働予定。官民協力で需給バランスの安定
を維持。

気仙沼
骨材の広域調達や民間プラントの稼働等に
より現状は安定。今後は県海岸工事により
需要が急増。

県が公共プラント（２基）新設の手続きを開
始（９月）。今後の工事動向を見極めなが
ら、官民が協力して機動的に対応。

県が公共プラント（２基）新設の協定を締結
（１１月）。H26.4月稼働予定。今後の工事
動向を見極めながら、官民が協力して機動
的に対応。

石巻
骨材の広域調達や生コンプラントの体制強
化等により現状は安定。今後は県海岸工事
により需要が急増。

県が公共プラント（２基）新設の手続きを開
始（９月）。今後の工事動向を見極めなが
ら、官民が協力して機動的に対応。

県が公共プラント（２基）新設の協定を締結
（１１月）。H26.4月稼働予定。今後の工事
動向を見極めながら、官民が協力して機動
的に対応。

仙台

骨材の広域調達やコンクリート製品への転
換等により供給力は向上。今後も新設民間
プラントの稼働状況や民間需要の動向に注
視必要。

民間プラント（１基）が稼働準備中。引き
続き砂の広域調達の拡充や川砂の活用と
合わせ、対応方針に沿って供給確保。

民間プラント（２基）が稼働準備中。引き
続き砂の広域調達の拡充や川砂の活用と
合わせ、対応方針に沿って供給確保。

相双
骨材の広域調達や生コンプラントの生産体
制強化等により現状は安定。
今後も概ね安定傾向。

民間プラント（１基）が９月に稼働。今後の
工事動向を見極めながら、官民が協力して
機動的に対応。

民間プラント（１基）が９月に稼働。今後の
工事動向を見極めながら、官民が協力して
機動的に対応。

いわき
生コンプラントの生産体制強化やミキサー船
の導入等により現状及び今後も概ね安定の
見通し。

民間プラント（１基）が建設中。今後の工
事動向を見極めながら、官民が協力して機
動的に対応。

民間プラント（１基）が１１月に稼働。今後
の工事動向を見極めながら、官民が協力し
て機動的に対応。

福島県

岩手県

宮城県
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釜石市 

宮古市 

3-1 前回会議を踏まえた対応状況 

生コンクリート不足対策   三陸沿岸道路専用“公共プラント”の設置 
       
   

 
   
    

トンネル工事
  掘削工
  復工コンクリート
  仮設工

生コンプラント
  設置・運営・撤去

Ａ工事

Ｂ工事

Ｃ工事

【公共プラント設置イメージ】

（直轄工事）

工事発注

※三陸沿岸道路の専用プラントとして、Ｈ２６～Ｈ２８
 （２～３年程度）の稼働後撤去。

橋梁工事

支給

会議後の動き 

（国土交通大臣からの指示事項） 

        ○国整備の生コンクリートプラント（宮古、釜石）については、 
                                     確実に来年９月から稼働させること。 
 

○公共プラント設置の対応工事について、 
                 宮古・釜石両地区ともに工事公告済み。 
             １０／２２公告： 
（宮古地区）     （工事名）国道４５号摂待道路工事（田老岩泉道路） 
             ※ 本工事のほか、三陸沿岸道路９トンネル工事に供給予定 
             ※ 約１５万㎥の製造を予定  
                （年間６～８万㎥規模のプラントを想定） 
             ※ Ｈ２６．１．２２契約済（当初工期：Ｈ２８．１２．１５）       

             １０／３１公告： 
（釜石地区）     （工事名）国道４５号新鍬台トンネル工事（吉浜釜石道路） 
              ※ 本工事のみに供給予定 
             ※ 約５万㎥の製造を予定  
             ※ Ｈ２６．１．２９落札決定（当初工期：Ｈ２８．９．１６）       

※着実に進捗。 
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サイト名 ： 東北地方整備局 
Ｕ Ｒ Ｌ ：
http://www.thr.mlit.go.jp/bumon/b00
097/k00910/koukyokouji/hacchusya
kyougikai/mitoshimap.htm 

3-1 前回会議を踏まえた対応状況 

発注見通しの統合化 

会議後の動き 

（国土交通大臣からの指示事項） 

 ○計画的な技術者の配置、資機材の調達を行いやすくするための環境整備として、 
 各機関の発注見通しの全容が把握できるように統合して公表する仕組みとする。  

○「発注見通しとりまとめ版」を平成25年11月１日より運用開始。地整HPで公表。 

※「東北地方発注者協議会」
の取り組みとして実施。 

21 

・東北を３２地区に分けて発注見通しをとりまとめ 

・国、県、市町村等の公表内容をまとめて掲載し内容も充実 

・毎月１回の更新を基本とし、公表機関、内容の充実に努める 

   ○H26.1更新時点 
１７６機関（約７割）が参加 

http://www.thr.mlit.go.jp/bumon/b00097/k00910/koukyokouji/hacchusyakyougikai/mitoshimap.htm
http://www.thr.mlit.go.jp/bumon/b00097/k00910/koukyokouji/hacchusyakyougikai/mitoshimap.htm
http://www.thr.mlit.go.jp/bumon/b00097/k00910/koukyokouji/hacchusyakyougikai/mitoshimap.htm


0戸 5,000戸 10,000戸 15,000戸 20,000戸 

福島県 

宮城県 

岩手県 

三県合計 

3-1 前回会議を踏まえた対応状況 

災害公営住宅の建築工事の進捗状況と見通し 

災害公営住宅の建築に係る工事着手の進捗状況と見通し 
平成24年11月末 

1,572戸 
平成25年8月末 

3,720戸 
平成25年度末(予定) 

11,969戸 

平成26年度末(予定) 
19,404戸 

※見通しは、国土交通省(平成25年11月末時点)調べ 
※平成27年度以降の工事着手分については記載していない 

○ 現時点(11月末現在)と復興工程表(9月末現在)を比較すると、 

 各地区の進捗に応じて、一部の地区(10地区/全約500地区)においては関連工事との工程調整や資材手配に時間を要す

ること等により各年度の完成予定に変更(遅れ)が生じているものの、概ね計画に従って進捗。 

平成25年11月末 
5,258戸 

○ 用地については、現時点(11月末現在)で15,436戸分を確保(平成24年11月末時点では6,429戸分) 

 災害公営住宅の建築工事は、一部の地区で工程見直しがあるものの、 

 着実に推進。 
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3-1 前回会議を踏まえた対応状況 

住宅再建の円滑化のための工夫 
平成26年度に工事がピークを迎えるにあたり、供給円滑化のための様々
な工夫を講じていく。 

造成工事が不要な土地の活用 

住宅再建の先行整備 

建築工事の工期短縮 造成工事の工期短縮 

住宅再建の見える化 地域工務店等の連携 

○学校、公園の跡地等公的不動産の活用 

女川町陸上競技場跡地地区 

○CM方式の導入等による市街地整備事業の
宅地供給の早期化 

東松島市野蒜北部丘陵地区 

○スチールハウス、PC工法、プレハブ工法等
工場生産による現場工期の短縮 

釜石市上中島地区 

○モデルハウスの整備、住宅再建相談会の
開催等による住宅再建イメージの醸成 

女川町災害公営住宅モデルルーム 

○地域の工務店、森林組合等の連携による
施工体制の確保 

気仙沼地域住宅生産者ネットワーク 

○市街地整備事業区域においてインフラ等の
条件を踏まえて住宅を先行整備 

陸前高田市下和野地区 

23 事業主体(市町村等)が活用できるよう整理し、情報提供を図る 



3-1 前回会議を踏まえた対応状況 

住宅再建に係る事業の施工確保のための意見交換等 
災害公営住宅の整備等に関する関係者間で情報共有、意見交換を行いな
がら、建築工事の円滑な施工確保を図っている。 

各地域（県等）ごとに発注者、受注者で十分に連携し、対応等を深めていくことを決議 
（情報連絡会は、３県にわたる情報共有の必要性等に応じて開催） 

構成員：発注機関（岩手県、宮城県、 福島県、仙台市） 
      建設業者団体（東北建設業協会連合会、日本建設業連合会東北支部） 
      関係機関（住宅生産団体連合会、各県地域型復興住宅推進協議会、都市再生機構、東北地方整備局） 

 

目的：災害公営住宅の整備に係る建築資材の需給の見通し等について、関係者間で情報共有を図り、円滑な施工の確保に寄与 

災害公営住宅整備に係る資材対策等に関する情報連絡会（平成25年9月6日設置) 

 

9/27 岩手県プレハブ建築協会と意見交換 

2/17 岩手県の住宅再建に係る生産者等

意見交換会(予定) 

 

 

 

 

 

11/13 宮城県建設業協会建築委員会と意見交換 

11/20 みやぎ復興住宅整備推進会議開催 

2/12 みやぎ復興住宅整備推進会議(予定) 

 

 

 

 

9/27 福島地域型復興住宅推進会議開催 

2/3 ふくしま復興住宅供給促進会議開催(予定) 

 

 

 
状況に応じて、機会を捉えて情報共有・意見交換を実施 

岩 手 県 宮 城 県 福 島 県 

共有 24 



須賀川市
小野町

川内村

田村市

葛尾村

飯館村

川俣町
飯野町

伊達市

国見町

桑折町

湯川村
会津坂下町

西会津町

会津若松市

会津美里町柳津町

三島町

金山町

昭和村
只見町

福島市

二本松市

大玉村

本宮市

三春町郡山市

猪苗代町

北塩原村

磐梯町

喜多方市

桧枝岐村

南会津町

下郷村

平田町玉川町
矢吹町

鏡石町

天栄村

塙町

棚倉町

鮫川町

浅川町 古殿町

石川町中島村泉崎村

白河市

西郷村

相馬市

南相馬市

浪江町

双葉町

大熊町

富岡町

楢葉町

広野町

いわき市

矢祭町

新地町

気仙沼市

南三陸町

石巻市

女川町

登米市

栗原市

大崎市

桶谷町

美里町

加美町

色麻町

大衡村

大和町

冨谷町

大郷町
松島町

東松島市

利府町

多賀城市

塩竈市
七ヶ浜町仙台市

川崎町

蔵王町

村田町
名取市

岩沼町

垣理町

山元町

角田市

丸森町

白石市
七ヶ宿町

柴田町

大河原町

宮古市

山田町

雫石町

矢巾町

紫波町

西和賀町

北上市

八幡平市

岩手町

葛巻町

滝沢村

盛岡市

岩泉町

洋野町
軽米町

九戸村

花巻市 大槌町

釜石市

遠野市

住田町

陸前高田市

大船渡市

金ケ崎町

奥州市

平泉町
一関市

藤沢町

二戸市

一戸市
久慈市

野田村

譜代村

田野畑村

 （国土交通交大臣からの指示事項）   

3-1 前回会議を踏まえた対応状況 

被災市町村に対する用地事務支援 
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２  用地職員の被災市町村への派遣  平成２５年１０月以降、市町村の意向を 
 踏まえ、２５市町村に個別相談を実施 

 
 

 

１ 平成２５年１０月に被災市町村あて通知を発出 
①用地職員の被災市町村への派遣 
②被災市町村への相談窓口の設置 
③被災市町村への研修講師の派遣 

    

     

   

    

  

   

 

岩手県 宮城県 福島県 

久慈市 
野田村 

普代村 

田野畑村 
岩泉町 

宮古市 

山田町 

大槌町 
釜石市 

大船渡市 

陸前高田市 

気仙沼市 

南三陸町 

石巻市 

女川町 

東松島市 

松島町 
利府町 

塩竃市 仙台市 

名取市 

亘理町 

山元町 

南相馬市 

いわき市 

個別相談回数 
１回 

２回 

３回 

４回 

 ※１回には資料送付を含む 

※市町村名の記載があるもの 

    は個別相談を実施 

※相続人多数、墓地等の課題  

   のある市町村に複数回個別 

  相談を実施 

   ○被災市町村に東北地方整備局用地職員を派遣   

会議後の動き 
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被災市町村への用地事務に関する  
資料の提供   
       ※ 補償金算定資料・業務委託関係資料・                                                              

被災市町村への東北地方整備局用地職員の派遣や復興庁と連携した  
            取り組みにより、復興事業の用地取得を加速化                            

土
地
の
権
利
者
調
査 

１ 土地の権利者調査や用地取得交渉等に 
 

                                                            

所
有
者
等
が
不
明 

 

     ○事業認定手続きの期間の短縮（３ヶ月→約５０日） 
                                                                            

                                              
 

    

                                                          

    

東北地方整備局の取り組み 

被災３県で財産管理人を１８件選任  

おける補償コンサルタント等の活用 

○財産管理人の選任手続きの期間短縮（１ヶ月→１～２週間）                                        

○財産管理人候補者の確保（約500人）                                                                                 

２ 土地収用制度の活用 

 
 

用
地
取
得
交
渉 

３ 財産管理制度の活用 

岩手県：久慈市・野田村・田野畑村・宮古市・山田町・大槌町   
 釜石市・大船渡市・陸前高田市           

       宮城県：南三陸町・石巻市・松島町・利府町・多賀城市・仙台市     
名取市・山元町                    

福島県：いわき市                              

                     岩手県： 鵜住居・片岸海岸（岩手県釜石市）における防潮堤事業→平成２５年８月告示                    
                                                            金浜地区海岸（岩手県宮古市）における防潮堤事業     →平成２５年１２月告示                             

                  宮城県： 鹿折川（宮城県気仙沼市）における河川堤防事業       →申請準備中                           

 補償コンサルタントのリストなど  

  ○モデルケースの設定               

3-1 前回会議を踏まえた対応状況 

復興事業における用地取得の取り組みの加速化 
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施工確保対策 

27 

  3-2 更なる施工確保対策 



状　　況 今まで講じてきた措置
（第2回加速化会議(10/7)以前）

 現場の実態からの課題
（第2回加速化会議(10/7)以降）

・資材不足のため、施工者
が工事実施地域で資材を調
達できない

・地域外から資材を調達するために施工者が必要と
する輸送費等の調達費用について、設計変更対応
により発注者が確実に支払うことを条件に契約。

・資材の設計単価は「現場持込み単価」だが、実際の調
達実態（供給先引渡し）と異なり、運搬費や仮置きに係る
費用が生じて割高となっている場合があるため、設計変
更対応が必要。
（※平成２５年11月６日以降適用する旨通知済み。）

・資材不足等で、標準歩掛と
施工実態に乖離（日当り作
業量の低下）が生じている

・土工及びコンクリート工（３２工種）に、日当たり作
業量を１０％低減させた「復興歩掛」を用いて積算
（平成２５年１０月１日以降入札から適用）

・土工やコンクリート工といった直接工事費のみならず、
現場管理費や共通仮設費といった間接工事費にも積算
額と支出実態との乖離が生じており対応が必要。

・工期中の資材価格の高騰
のため、当初の請負代金額
が不適当となった場合

・生コン等の対象品目毎に、単価変動に伴う工事費
増分の一部について、「単品スライド条項」（公共工
事標準請負約款第２５条第５項）に基づき契約額を
変更
・被災三県で実施する工事において「インフレスライ
ド条項」（同約款第２５条６項）適用可。

・単品スライドは、搬入月毎の数量と材料単価の把握の
ために、証明書類（納品書、領収書等）のとりまとめ・提
出が必要となり、受注者の負担が大きく、活用されにくい
ので、手続きの簡素化が必要。

・配置技術者（監理技術者）
が不足しているとともに、若
手技術者の活用が不十分で
ある。

・「5km以内の現場の兼務可」や「雇用期間の短縮」
など資格要件の緩和措置の実施。（近接間隔１0ｋｍ
程度まで緩和済：H25年9月19日付け）
・配置技術者の入札参加資格の要件（施工実績）を
企業の施工実績よりも緩和。

・若手技術者を育成し、監理技術者へ登録できるような
実績を付与する試みが必要。（※平成26年1月から試行
開始）

・監理技術者の効率的な活用を図るため、途中交代の柔
軟な運用が必要。

  

　 　　

　

　

　

　

　

　

3-2 更なる施工確保対策 

被災地における施工確保対策に対する課題 
○復興加速化に向け、これまで実施してきた施工確保対策に対し、現場の実態から、 
 更なる対応が必要。 
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被災地での工事の実態 

・工事量の増大による資材やダンプトラック等の不足により、作業効率の低下が生じており、 
 直接工事費だけでなく、間接工事費（共通仮設費および現場管理費）についても現場の 
 実支出が増大している。 

「復興係数」による間接工事費補正の概要 

上記の結果、積算額と支出実態とが乖離し、入札不調・不落が頻発 

実態調査に基づき、間接費の割り増しを行う「復興係数」を導入する 

補正対象地域：被災三県（岩手県、宮城県、福島県） 
 
補正対象工種：被災三県にて施工されるすべての土木工事 
 
補 正 方 法：対象額により算定した共通仮設費率及び現場管理費率に以下の復興係数を乗じる。 

          共通仮設費：１．５   現場管理費：１．２ 
 

3-2 更なる施工確保対策 

 “復興係数”による間接工事費の補正 
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価格変動後の金額の算出方法 
（Σ単価×数量） 

単価 数量 

現行 
搬入月の実勢単価 

搬入月毎の数量 
（提出された証明書類で確認） 

安価な方を採用 
（受発注者の負担大） 搬入月の購入単価 

簡素化 出来高増加月※の実勢単価 
出来高増加量※から 
算出される搬入月毎の数量 

実勢価格等 
官積算により算出 
（受発注者の負担減） 

※出来高報告書等の発注者が有する情報により出来高増加月や出来高増加量を把握 

■対象地域：東日本大震災 被災三県（岩手県、宮城県、福島県）を施工地域とする公共工事 
■スライド額算出方法： 
    スライド額＝（価格変動後の金額－価格変動前の金額）－（請負代金額×１／１００） 
   価格変動後の金額算出方法を次のとおりとする。 

○ 契約後の資材価格変動に対応する単品スライドは、通常、搬入月毎の数量と材料単
価を把握するため、証明書類（納品書、領収書等）をとりまとめ・提出する必要がある。 

○ 今月から、実勢単価等の官積算により算出することで、証明書類のとりまとめ・提出を
不要とし、受発注者の負担を軽減し、簡素化を図る。 

3-2 更なる施工確保対策 

手続き簡素化の試行（単品スライド条項） 
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3-2 更なる施工確保対策 

追加実施の主な施工確保対策 

○これまで実施してきた施工確保対策に加えて、以下の対策を追加実施。 

   

２．技術者等不足に対応するために 

①技術提案一括審査方式の拡大 
  →複数受注可方式を実施（Ｈ２６．１～） 

①拡大Ｃの対象拡大 
  →「復旧・復興工事関連」から被災3県の全工事に 
    適用拡大。（Ｈ２６．１～） 

 
   
   

②監理技術者の確保（途中交代の要件緩和） 
  →監理技術者の途中交代の柔軟な運用。 

 

  
  

４．岩手県内等におけるＣランク規模の工事を 
 推進するために 

 
   ①“復興係数”による間接工事費の補正（今回）※再掲 

  →間接費の割り増しを行う「間接工事費の被災地補正」を 
  導入。（Ｈ２６．２～） 

１．資材価格等の上昇に対応するために 

④土砂･砕石の供給先引渡し単価の適用 
  →供給先で引き取る場合の実取引に応じた価格で精算 
  変更。（Ｈ２５．１１．６～） 

③適切な工期延期と経費計上 
  →工期延期が生じた場合の適切な経費計上を各現場で 
  徹底するよう再周知。（Ｈ２６．１通知） 

②手続き簡素化の試行（単品スライド条項）（今回） 
                                                                                              ※再掲 
  →単品スライドにおける採用単価に関する事務手続きを 
  簡素化。（Ｈ２６．２～）   ③若手技術者の確保・育成 

  →総合評価方式（二極化）導入に合わせ、専任補助者 
  配置により若手技術者を育成。（Ｈ２６．１～） 

３．発注の円滑化を行うために 

①手持ち工事に配慮した工事発注 
  →現在の手持ち工事の完了時期（年度末）に合わせた 
  工事発注など  

④プレキャスト製品の活用 
  →ＢＯＸカルバート等のプレキャストコンクリート製品への 
  転換の拡大を図り、技能労働者の必要人数を低減。 

 

②発注ロットの大型化 
  →復旧・復興道路工事等について、集約化し発注ロットを 
  大型化。  31 
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横断ボックスにおけるプレキャストコンクリート製品の施工状況 

現場打ち
ＢＯＸ 

ﾌﾟﾚｷｬｽﾄ
ＢＯＸ 

転 換 

3-2 更なる施工確保対策 

技能労働者の確保に着目した施工確保対策 

○ 技能労働者の確保対策として、「設計労務単価の引き上げ」、「間接工事量の補正」の他、現場打ち 
   コンクリート構造物のプレキャストコンクリート製品への転換の拡大などにより、技能労働者（鉄筋工・型枠工）  
   の必要人数の低減を図る。 

 
 

 

 

 
 

 
 

      

 
    

  

  
         

   
  

    

  
     

 
     

 
     

 
  

   
   
 
   

   
   
 

  

 

◆ 平成２６年度以降 → 約 ２００箇所 

通常、現場打ちコンクリートで施工
する、内空断面が４m2程度以上の
大型のBOXカルバートをプレキャ
ストコンクリート製品に転換。 

プレキャストＢＯＸの搬入･据付状況 

● 三陸沿岸道路の横断ボックスについては、特殊な構造のものを除いて 
   プレキャストコンクリート製品への転換の拡大を図る。 



○近接の間隔を１０km程度に
緩和 

 3-2 更なる施工確保対策 復旧・復興事業の施工確保対策一覧 

発注準備 
積算 入札公告 

契約 
着工準備期間 工事中 

■対策21．一人の主任技術
者による２以上の工事現場
の管理 

■対策22．技術者及び現場代
理人の配置緩和措置の適
切な活用 

■対策17．復興ＪＶの活用 

■対策14．発注ロットの拡
大 

■対策15．地域要件の緩
和（県内→東北管内企業
まで拡大） 

■対策７．市場高騰に対する
労務費・資材費の見積活
用による積算 

■対策９．宿舎設置に伴う費
用の積上げ計上 

■対策10．地域外からの労
働者確保に関する間接費
補正 

■対策20．工期における余
裕期間の設定 

■対策19．契約時点の最
新単価に基づく契約変更 

■対策23．宿泊費等に係る間
接費の設計変更 

■対策24．建設資材の遠隔
地からの調達に伴う設計変
更 

■対策25．物価変動等に伴
うスライド変更 

（インフレ／単品 スライド） 

■対策26．適切な工期延長
対応 
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（凡例）＜対応策の目的＞ 
■官民の協力・連携  
■発注の円滑化 
■必要な費用の適正な積算 
■技術者・技能者の確保 
■資材の確保 

＞＞＞ ＞＞＞ ＞＞＞ ＞＞＞ 

■対策１．復興まちづくりにお
けるＣＭ方式の活用 

■対策11．施工箇所が点在
する工事の間接費の算定 

○建設業者の不足、人材・資材の不足や価格高騰の状況で、復旧・復興事業の円滑な施工を確保するため 
 様々な対策を実施。※（第2回）会議後にも新たな対策を追加施行。 

■対策12．被災地で使用す
る建設機械損料（維持修繕
費率）を補正 

■対策８．資材の積算単価
に毎月公表される速報価
格を採用 

■対策16．地元企業の参
加可能額の拡大 

（Ｂ＋Ｃ）、（拡大Ｃ） 

（凡例） 
□東北地整独自運用 

■対策18．「技術提案一括
審査方式」の導入 

■対策６．実勢価格を反映し
た設計工事労務単価の改
定 

（凡例） 
□１０月以降の施策 

■対策２．事業促進ＰＰＰの企
画・導入 

■対策13．土工とコンクリー
ト工における復興歩掛りの
活用 

工事着手前 

＜事業推進体制の強化＞ 

＜建設資材対策＞ 
■対策３．「建設資材対策東
北地方連絡会」 
資材需給情報共有・調整 
※資材/地区別分会も 開催 

■対策４．<生コン対策> 
砂の確保（ストックヤードの確

保・域外調達） 

■対策５．<生コン対策> 
・ｺﾝｸﾘｰﾄ製品等への転換 
・港湾工事における「ミキサー

船」の導入 

■■対策29．土砂･砕石の
供給先引渡し単価の適用（
精算変更）（H25.11.6～） 

■■対策28．発注見通し統合
化（H25.11.1～） 

○<生コン対策> 
・仮設公共プラント設置 

○新たに「災害公営住宅専門
部会」を設置 

○ひっ迫する生ｺﾝ用骨材 
（砂）として、川砂（河川・ダム
湖）を供給支援 

○H25.4改定で被災三県前
年度比約21％UP 

■対策32．“復興係数”によ
る間接工事費の補正 

 （今回H26.2～） 

○被災３県の全工事に運
用拡大（H26.1～） 

○複数受注可方式にも運
用拡大（H26.1～） 

■対策27．設計変更等によ
る柔軟な運用の実施（既契
約工事への設計変更によ
る追加など） 

○手続き簡素化の試行（単
品スライド）（今回H26.2～） 

○工期延長に伴う適切な経
費計上の徹底（H26.1通知） 

■対策30．総合評価（二極
化）導入による入札手続
きの簡素化（H26.１～） 

■対策31．監理技術者の途
中交代の要件緩和 

■補助者配置で若手技術
者の確保･育成（H26.1～） 

○H26.2 改定で被災三県
H25.4比約8％UP  

 



 

公共工事設計労務単価の改訂について 
Ⅰ ．公共工事設計単価の改訂（平成２６年２月適用開始） 

 
(１) 最近の技能労働者の不足等に伴う労働市場の実勢価格を適切・迅速に反映 （例年の４月改訂を前倒し） 

(２) 社会保険への加入徹底の観点から、必要な法定福利費相当額を反映 （継続） 

全  国（16,190円）平成25年４月比；＋７．１％（平成24年度比；  ＋２３．２％） 

被災三県（17,671円）平成25年４月比；＋８．４％ （平成24年度比；＋３１．２％） 

Ⅱ ．技能労働者の処遇改善・若年入職者増加に向けた関係者への要請（平成２６年１月３０日） 

建設業団体あて 地方公共団体等（公共発注者）あて 
（１）公共工事設計労務単価の改定値の早期適用 
（２）ダンピング受注の排除・歩切りの根絶 
（３）適切な水準の賃金や法定福利費の支払、社会保

険等への加入徹底に関する元請業者指導 
 

民間発注者あて 
（１）労務費・資材費の上昇傾向を踏まえた工事発注

や契約変更 
（２）法定福利費相当額の適切な支払い 
 ・ 法定福利費相当額（労働者負担分及び事業主負
担分）を適切に含んだ額による工事発注 

（３）消費税の適切な支払い 

（１）技能労働者への適切な水準の賃金支払 
  ・適切な価格での下請契約の締結 
 ・労働者への適切な水準の賃金支払を元請から下請に要請   
 ・ 雇用する技能労働者の賃金水準を引上げ 
（２）社会保険等への加入徹底 
 ・ 元請は、法定福利費相当額（労働者負担分及び事業主負担
分）を適切に含んだ額による下請契約を締結 

  ・ 下請は、技能労働者に法定福利費相当額を適切に含んだ賃
金を支払い、労働者を社会保険に加入させる 

（３）若年入職者の積極的な確保 
（４）ダンピング受注の排除 
（５）消費税の適切な支払い 
 
Ⅲ ．今後の取組み 

 
(１) 技能労働者の賃金水準の実態を注視 
(２) 国交省直轄工事の元請・一次下請については、社会保険加入企業に限る方向で検討（平成２６年度中に開始） 

地方公共団体等、他の公共工事発注者にも、同様の検討を要請 

全職種平均 
※１ 入札不調の増加に応じて単価を引き上げるよう措置（継続）（当面被災三県のみ） 
※２ 一定の既契約工事についても、新労務単価を踏まえてインフレスライド条項を適用 
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Ⅰ ．単価設定のポイント 

 
(１) 労務単価の機動的見直しに合わせ、例年の４月適用を２月に前倒し 
 

34,033円 対前年度比；＋４．７％ 

２．単価の種類と増加率 

（参考）設計業務委託等技術者単価とは 
 
 設計業務委託等技術者単価は、国土交通省が発注する公共工事の設計業務委託等の積算に用いるため

の単価であり、毎年度実施している調査設計業務等技術者給与実態調査結果に基づいて決定している。 

（毎年度１月末公表） 
 

全職種平均値 

  

(２) 実勢価格の的確な反映 

（１）設計業務（７種類） 40,143円 対前年度比；＋４．６％ 
   構造物設計、発注者支援業務など、建設コンサルタント業務の積算に用いる単価 
（２）測量業務（４種類）  27,100円 対前年度比； ＋８．４％ 
   基準点測量、水準測量など、測量業務の積算に用いる単価 
（３）航空関係（４種類）  33,825円 対前年度比； ＋０．８％ 
   空中写真測量及び航空レーザ測量に係る航空関連の積算に用いる単価 
（４）地質業務（３種類）  29,300円 対前年度比； ＋７．１％ 
   ボーリング作業の現場における作業指揮、計器操作など、地質調査業務の積算に用いる単価 
 

設計業務委託等技術者単価の改訂について（平成26年度） 

35 


	スライド番号 1
	スライド番号 2
	スライド番号 3
	スライド番号 4
	スライド番号 5
	スライド番号 6
	スライド番号 7
	2-1　被災３県における契約状況�発注者別の契約状況（発注機関別）
	スライド番号 9
	2-1　被災３県における契約状況�平成25年度工事契約達成状況（直轄：全工種及び一般土木）
	2-1　被災３県における契約状況�平成24・25年度入札不調等の発生状況（一般土木等）
	2-1　被災３県における契約状況�平成24・25年度入札不調等の発生状況（直轄：一般土木）
	スライド番号 13
	スライド番号 14
	2-2　資材・技能労働者等の状況�建設技能労働者過不足率の推移　（建設労働需給調査より）　
	スライド番号 16
	スライド番号 17
	スライド番号 18
	スライド番号 19
	スライド番号 20
	スライド番号 21
	スライド番号 22
	スライド番号 23
	スライド番号 24
	スライド番号 25
	スライド番号 26
	スライド番号 27
	スライド番号 28
	スライド番号 29
	スライド番号 30
	3-2　更なる施工確保対策�追加実施の主な施工確保対策
	スライド番号 32
	スライド番号 33
	スライド番号 34
	スライド番号 35

